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提言書 協議会（暫定稿） 論点 

第２章 情報の共有 

（市政に関する情報の共

有） 

第５条 市及び議会は、

市政への市民の参加が促

進されるよう、計画立案

段階から市政に関する情

報を分かりやすく、公正

に提供することにより、

市民と情報を共有しま

す。 

２ 市民自治によるまち

づくりを進めるために、

市民の持っている有効な

情報を提供し、市民・市・

議会で適正に共有しま

す。 

 

３ 市及び議会は、市政

について市民に説明する

責務を全うするため、求

めに応じ、保有する情報

を適正に公開します。 

 

 

 

４ 市及び議会は、審議

会その他の附属機関及び

これに類するものの会議

を原則として公開しま

す。ただし、非公開とす

る合理的な理由があると

きは、この限りではあり

ません。 

第２章 情報の共有 

（市政に関する情報の共

有） 

第５条 市及び議会は、

市政に関する情報を分か

りやすく、公正に提供す

ることにより、市民と情

報を共有するものとしま

す。 

 

 

２ （削除） 

 

 

 

 

 

 

２ 市及び議会は、市政

について市民に説明する

責務を全うするため、茂

原市情報公開条例（平成

24年茂原市条例第20号）

の規定に基づき、保有す

る情報を適正に公開する

ものとします。 

３ 市及び議会は、附属

機関（地方自治法（昭和

22 年法律第 67 号）第 138

条の 4 の規定により設置

した附属機関をいう。）及

びこれに類するものの会

議を公開するものとしま

す。ただし、非公開とす

る合理的な理由があると

□ 共有する情報は、「市

政」に関するもので

よいか。 

□ 情報を共有するの

は、市及び議会でよ

いか。 

□ 情報共有の相手方

は、「市民」でよいか。 
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提言書 協議会（暫定稿） 論点 

きは、この限りではあり

ません。 

（個人情報の保護） 

第６条 市は、保有する

個人情報について適正に

管理するものとし、その

利用及び提供等にあたっ

ては、適切な保護措置を

講ずるものとします。 

（個人情報の保護） 

第６条 市及び議会は、

茂原市個人情報保護条例

（平成 17 年茂原市条例

第 2 号）の規定に基づき、

保有する個人情報につい

て適正に管理するものと

し、その利用及び提供に

当たっては、適切な保護

措置を講ずるものとしま

す。 

□ 個人情報を保有する

のは、市及び議会で

よいか。 

（説明責任・応答責任） 

第７条 市は、市政の計

画立案、実施および評価

の各段階において、適切

な方法により市民に分か

りやすく説明するものと

します。 

２ 市は、市民から意見、

提案、要望等（以下「意

見等」といいます）が積

極的に提出されるよう、

様々な工夫をする必要が

あります。また、その意

見等には、適切に応答す

るものとします。 

３ 市長は、行政運営に

関し要望等があったとき

は、速やかに状況を確認

し、必要に応じて業務の

改善その他の適切な措置

を講じるとともに、要望

等の内容を取りまとめ、

（説明責任・応答責任） 

第７条 市及び議会は、

市政に関することについ

て、適切な方法により市

民に分かりやすく説明す

るものとします。 

 

２ 市は、市民からの意

見、提案、要望等があっ

たときは、速やかに状況

を確認し、必要に応じて

業務の改善その他の適切

な措置を講ずるものとし

ます。 

 

３ （削除） 

□ 説明責任・応答責任

を有するのは、市及

び議会でよいか。 

□ 説明責任・応答責任

の相手方は、「市民」

でよいか。 

□ 説明責任の対象は、

「市政」に関するこ

とでよいか。 
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提言書 協議会（暫定稿） 論点 

公表するものとします。 

第３章 市民参加のまち

づくり 

（市民の権利） 

第８条 市民は、まちづ

くりの主体として、まち

づくりに参加する権利を

有しています。 

 

２ 市民は、市及び議会

が保有する市政に関する

情報について、知る権利

を有しています。 

３ 市民によるまちづく

りの活動は、自主性と自

立性を尊重するものとし

ます。 

第３章 市民参加のまち

づくり 

（市民の権利） 

第８条 市民は、市及び

議会が保有する市政（ま

ちづくり）に関する情報

について、知る権利を有

しています。 

２ 市民は、まちづくり

の主体として、まちづく

りに参加する権利を有し

ています。 

３ 市民によるまちづく

りの活動は、自主性と自

立性が尊重されるものと

します。 

□ 市及び議会が保有し

ているのは、「市政」

に関する情報か、「ま

ちづくり」に関する

情報か。 

□ 知る権利を有するま

ちづくりの主体は、

「市民」でよいか。 

□ まちづくりに参加す

る権利を有するの

は、「市民」でよいか。 

（市民の役割） 

第９条 市民は、まちづ

くりの主体であることを

自覚し、積極的にまちづ

くりに参加するよう努め

ます。ただし、その参加

を強制されることがあっ

てはなりません。また、

参加しなかったことに対

して不利益を被りませ

ん。 

２ 市民は、参加にあた

っては、自らの発言と行

動に責任を持つように努

めます。 

（市民の役割） 

第９条 市民は、まちづ

くりの主体であることを

踏まえ、積極的にまちづ

くりに参加するよう努め

ます。ただし、その参加

を強制されることがあっ

てはなりません。 

 

 

 

２ 市民は、参加に当た

っては、自らの発言と行

動に責任を持つものとし

ます。 

□ まちづくりの主体で

あり、積極的に参加

するように努めるの

は、「市民」でよいか。 

（参加の機会の保障） 

第 10 条 市は、まちづく

りの計画・実施・評価の

（参加の機会の保障） 

第 10 条 市及び議会は、

市民の市政（まちづくり）

□ 市及び議会が保障す

るのは、「市政」への

参加か、「まちづく
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提言書 協議会（暫定稿） 論点 

各段階において、市民が

提言や意見を出しやす

く、参加しやすい多様な

機会を提供します。 

 

 

２ 市は、市民の意見や

提言を求め、多角的かつ

総合的に検討した上で、

これを市政の運営に反映

するよう努めるものとし

ます。 

への参加を保障するた

め、市民が意見や提言を

出しやすく、参加しやす

い多様な機会を提供する

ものとします。 

 

２ 市は、市民の意見や

提言に対して、多角的か

つ総合的に検討した上

で、これを市政に反映す

るよう努めるとともに、

検討結果及びその理由を

公表するよう努めるもの

とします。 

り」への参加か。 

□ まちづくりに参加す

るのは、「市民」でよ

いか。 

□ 市が反映するように

努めるのは、「市政」

でよいか。 

（男女共同参画によるま

ちづくり） 

第 11 条 市民自治によ

るまちづくりへの参加

は、男女がお互いを尊重

し、共同で参加するもの

とします。 

（男女共同参画によるま

ちづくり） 

第 11 条 市民、市及び議

会は、男女共同参画社会

の実現を目指して、男女

が互いを理解し、協力し

合い、それぞれの個性や

能力を十分に発揮するこ

とができる環境づくりに

努めるものとします。 

□ 男女共同参画社会の

実現を目指すのは

「市民」でよいか。 

（子どもの参加の機会の

保障） 

第 12 条 市民及び市は、

子どものころから自らの

まちに愛着と誇りを持つ

よう、子どもがまちづく

りに参加しやすい機会を

設けるよう努めなければ

なりません。 

（子どもの参加の機会の

保障） 

第 12 条 市民、市及び議

会は、子どものころから

自らのまちに愛着と誇り

を持つことができるよ

う、子どもがまちづくり

に参加する環境づくりに

努めるものとします。 

□ 子どもがまちづくり

に参加する環境づく

りに努めるのは「市

民」でよいか。 

（意見等の公募） 

第 13 条 市は、まちづく

 

（削除） 
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提言書 協議会（暫定稿） 論点 

りに関する重要な計画の

策定や政策等の実施およ

び変更等を実施しようと

するときは、その検討過

程において、適切な方法

により市民の意見等を公

募するとともに、その意

見を尊重します。 

２ 市長は、意見公募等

の仕組みを充実し、公募

の結果を市民に分かりや

すく公表します。 

第４章 市民自治の仕組

み 

（まちづくりと地域コミ

ュニティ） 

第 14 条 市民は、自治

会、NPO、ボランティア

団体等の多様な集団（以

下「地域コミュニティ」

という。）が、市民自治に

よるまちづくりの担い手

であることを認識し、積

極的にその活動に参加す

ることにより、これを守

り育てるように努めるも

のとします。 

 

２ 地域コミュニティ

は、それぞれの特性を生

かしつつ、連携し、協力

し、市民自治によるまち

づくりの推進に努めるも

のとします。 

第４章 市民自治の仕組

み 

（まちづくりと地域コミ

ュニティ） 

第 14 条 市民は、自治

会、NPO、ボランティア

団体、事業者等の多様な

集団（以下「地域コミュ

ニティ」という。）（未定

稿）が、市民自治による

まちづくりの担い手であ

ることを認識し、積極的

にその活動に参加するこ

とにより、地域コミュニ

ティを守り育てるように

努めるものとします。 

２ 地域コミュニティ

は、それぞれの特性を生

かしつつ、連携し、協力

し、市民自治によるまち

づくりの推進に努めるも

のとします。 

□ 「地域コミュニテ

ィ」を「主体」とし

てとらえるか、「場」

としてとらえるか。 

□ 「地域コミュニテ

ィ」に「市民」や事

業者を含めて定義す

るか。 

□ 地域コミュニティの

活動に参加し、守り

育てるのは「市民」

でよいか。 

（地域コミュニティの育 （地域コミュニティの育 □ 市が育成の機会を提
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提言書 協議会（暫定稿） 論点 

成・支援） 

第 15 条 市は、市民自治

によるまちづくりを推進

するため、地域コミュニ

ティの主体性を尊重しつ

つ、その自主性及び自立

性を損なわない範囲で、

積極的に地域コミュニテ

ィの活動を支援するよう

努めるものとします。 

２ 市は、市民や地域コ

ミュニティに対して、市

民自治によるまちづくり

を進めるための学習及び

相互交流などによる人材

育成の機会を提供しま

す。また、多様な市民が

参加できる環境整備に努

めるものとします。 

成及び支援） 

第 15 条 市は、市民や地

域コミュニティ（未定稿）

に対して、市民自治によ

るまちづくりを進めるた

めの学習及び相互交流な

どによる人材育成の機会

を提供するものとしま

す。 

 

２ 市は、市民自治によ

るまちづくりを推進する

ため、地域コミュニティ

の主体性を尊重しつつ、

その自主性及び自立性を

損なわない範囲で、積極

的に地域コミュニティの

活動を支援するよう努め

るものとします。 

供するのは、「市民」

でよいか。 

□ 「地域コミュニテ

ィ」の定義に「市民」

が含まれるのであれ

ば、「市民や地域コミ

ュニティ」という表

現は矛盾しないか。 

（地域におけるまちづく

り） 

第 16 条 地域における

まちづくりは、地域のこ

とは地域内の住民が自ら

考え、実行できるように

するため、地域単位で「地

域まちづくり協議会」を

設置し、まちづくりを進

めます。 

２ 地域まちづくり協議

会の構成員は、その地域

に居住する個人またはそ

の地域で活動する自治

会、地区社協、長寿クラ

ブ、NPO、ボランティア

（地域におけるまちづく

り） 

第 16 条 住民は、地域の

ことを自ら考え、実行で

きるようにするため、地

域単位で地域まちづくり

協議会を設置し、まちづ

くりを進めることができ

ます。 

 

２ 地域まちづくり協議

会の構成員は、その地域

に居住する個人及び地域

コミュニティ（未定稿）

とします。 

 

□ 地域まちづくり協議

会を設置する主体

は、「住民」でよいか。 

□ 「地域コミュニテ

ィ」の定義に「市民」

が含まれるのであれ

ば、「個人及び地域コ

ミュニティ」という

表現は矛盾しない

か。 

□ 地域まちづくり協議

会の支援を行うの

は、「市」でよいか。 
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提言書 協議会（暫定稿） 論点 

団体、民生委員・児童委

員などの団体とします。 

 

３ 市は、地域まちづく

り協議会の設立と運営に

あたって、適切に役割を

分担し、地区担当の職員

を配置するなどの支援を

行います。 

 

 

 

３ 市は、地域まちづく

り協議会の設立と運営に

あたって、必要な支援を

行います。 

（住民投票） 

第 17 条 市長は市政に

関する重要事項につい

て、住民の意思を確認す

るため、住民投票を実施

するものとします。 

２ 市長及び議会は、住

民投票が実施された場合

は、その結果を尊重する

ものとします。 

３ 住民投票に付すべき

事項、投票手続き、投票

資格、成立要件その他住

民投票に関し必要な事項

は別途条例で定めるもの

とします。 

 

【議論保留】 

□ 住民投票の対象は

「市政」に関する重

要事項でよいか。 

□ 意思を確認する対象

は「住民」でよいか。 

第５章 協働 

（協働によるまちづく

り） 

第 18 条 市民、市及び議

会は、地域内の様々な公

共的課題を解決していく

ため、それぞれの役割を

認識し、互いを対等なも

のとして尊重しながら、

協力してまちづくりに取

第５章 協働 

（協働によるまちづく

り） 

第 18 条 市民、市及び議

会は、地域内の様々な公

共的課題を解決していく

ため、それぞれの役割を

認識し、十分な協議を経

て、連携、協力してまち

づくりに取り組むものと

□ 協働のまちづくりに

取り組んでいくの

は、「市民」でよいか。 

□ 協働のまちづくり

は、地域内の「公共

的課題」の解決のた

めに取り組むもの

か。 

□ 「地域コミュニテ

ィ」の定義に「事業
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提言書 協議会（暫定稿） 論点 

り組むものとします。 

２ 市は、市民活動団体

や企業など多様な主体と

の協働についてのガイド

ラインを策定するなど、

協働によるまちづくりを

効果的に推進するための

制度の整備を行います。 

します。 

２ 市は、地域コミュニ

ティや事業者など（未定

稿）、多様な主体との協働

によるまちづくりを効果

的に推進するための制度

の整備を行うものとしま

す。 

者」が含まれるので

あれば、「地域コミュ

ニティや事業者な

ど」という表現は矛

盾しないか。 

 


